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５月定例教育委員会会議　付議案件

議案

番号 件　　　　　名 主　管　課

1 山口県教育委員会表彰規則による表彰について（報告承認） 教 育 政 策 課

2 学校運営協議会の設置等に関する規則の改正について 高 校 教 育 課

3 山口県社会教育委員の委嘱について
社会教育・文化
財 課



 

 

 

 

山口県教育委員会表彰規則による表彰について（報告承認） 

 

  山口県教育委員会表彰規則（昭和６１年山口県教育委員会規則第６号）第２条の規

定に基づき、平成２９年度教育功労者を次のとおり決定したので報告し、承認を求めま

す。 

 

 

   平成２９年（2017年）５月２５日  

 

                                                       

                                         山口県教育委員会 

                                                   教育長  浅 原 司 

 

 

永年精勤の部（表彰規則第２条第６号） 
 

所  属  名  職名  氏    名  勤務年数  備   考  

山口県立  

南陽工業高等学校  
教諭  山根  和親  ３５年  

平成２９年４月２３日  

死亡退職  

山口県立  

田布施総合支援学校  
教諭  井上  美香  ２５年  

平成２９年５月１３日  

死亡退職  

 



学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正

する規則の制定について

学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正する規則を次のとおり定める。

平成２９年（2017年）５月２５日

山 口 県 教 育 委 員 会



学
校
運
営
協
議
会
の
設
置
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
九
年

月

日

山
口
県
教
育
委
員
会

山
口
県
教
育
委
員
会
規
則
第

号

学
校
運
営
協
議
会
の
設
置
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

学
校
運
営
協
議
会
の
設
置
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
七
年
山
口
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
七

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
中
「
第
四
十
七
条
の
五
第
一
項
」
を
「
第
四
十
七
条
の
六
第
一
項
本
文
」
に
、
「
が
同
項
の

規
定
に
よ
り
指
定
す
る
」
を
「
の
所
管
に
属
す
る
」
に
改
め
、
「
置
く
」
の
下
に
「
も
の
と
す
る
」
を

加
え
、
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
同
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

第
一
条
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

２

教
育
委
員
会
は
、
協
議
会
を
置
く
と
き
は
、
対
象
学
校
（
法
第
四
十
七
条
の
六
第
二
項
第
一
号
に

規
定
す
る
対
象
学
校
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
そ
の
旨
を
通
知
す
る
。

３

教
育
委
員
会
は
、
協
議
会
を
置
こ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
対
象
学
校
の
校
長
の
意
見



を
聴
く
も
の
と
す
る
。

第
二
条
を
削
る
。

第
三
条
中
「
第
四
十
七
条
の
五
第
二
項
」
を
「
第
四
十
七
条
の
六
第
二
項
」
に
、
「
指
定
を
受
け
た

学
校
」
を
「
対
象
学
校
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
条
と
す
る
。

第
四
条
第
三
項
を
削
り
、
同
条
を
第
三
条
と
す
る
。

第
五
条
第
二
項
中
「
指
定
を
受
け
た
学
校
」
を
「
対
象
学
校
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
条
と
し
、
第

六
条
を
第
五
条
と
す
る
。

第
七
条
第
一
項
中
「
当
該
協
議
会
に
係
る
学
校
」
を
「
対
象
学
校
」
に
改
め
、
同
条
を
第
六
条
と

し
、
第
八
条
を
第
七
条
と
し
、
第
九
条
を
第
八
条
と
す
る
。

第
十
条
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
第
四
十
七
条
の
五
第
三
項
」
を
「
第
四
十
七
条
の
六
第
四
項
」

に
改
め
、
同
条
を
第
九
条
と
す
る
。

第
十
一
条
中
「
第
四
十
七
条
の
五
第
四
項
又
は
第
五
項
」
を
「
第
四
十
七
条
の
六
第
六
項
又
は
第
七

項
」
に
、
「
当
該
協
議
会
に
係
る
学
校
」
を
「
対
象
学
校
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
条
と
し
、
同
条
の

次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。



（
法
第
四
十
七
条
の
六
第
七
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
項
）

第
十
一
条

法
第
四
十
七
条
の
六
第
七
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
項
は
、
学
校
運
営
に
関
す

る
基
本
方
針
の
実
現
に
資
す
る
事
項
（
特
定
の
個
人
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
と
す
る
。

第
十
三
条
の
見
出
し
を
「
（
適
正
な
運
営
の
確
保
に
必
要
な
措
置
に
係
る
通
知
）
」
に
改
め
、
同
条

中
「
第
四
十
七
条
の
五
第
七
項
」
を
「
第
四
十
七
条
の
六
第
九
項
」
に
、
「
指
定
を
取
り
消
し
た
」
を

「
協
議
会
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
よ
う
と
す
る
」
に
、
「
速
や
か

に
」
を
「
あ
ら
か
じ
め
」
に
、
「
当
該
指
定
の
取
消
し
を
受
け
た
」
を
「
当
該
協
議
会
に
係
る
」
に
改

め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
規
則
の
施
行
の
際
、
改
正
前
の
第
一
条
の
規
定
に
よ
り
置
か
れ
て
い
る
学
校
運
営
協
議
会

は
、
改
正
後
の
第
一
条
第
一
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
置
か
れ
た
も
の
と
み
な
す
。



学
校
運
営
協
議
会
の
設
置
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
新
旧
対
照
表

改

正

案

現

行

（
設
置
）

第
一
条

地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
一
年

法
律
第
百
六
十
二
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
四
十
七
条
の
六
第
一
項

本
文
の
規
定
に
基
づ
き
、
山
口
県
教
育
委
員
会
（
以
下
「
教
育
委
員
会
」
と

い
う
。
）
の
所
管
に
属
す
る
学
校
ご
と
に
、
学
校
運
営
協
議
会
（
以
下
「
協

議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
同
項
た
だ
し
書
に
規

定
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

２

教
育
委
員
会
は
、
協
議
会
を
置
く
と
き
は
、
対
象
学
校
（
法
第
四
十
七
条

の
六
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
対
象
学
校
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
そ

の
旨
を
通
知
す
る
。

３

教
育
委
員
会
は
、
協
議
会
を
置
こ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
対

象
学
校
の
校
長
の
意
見
を
聴
く
も
の
と
す
る
。



（
組
織
）

第
二
条

（
略
）

２

法
第
四
十
七
条
の
六
第
二
項
の
任
命
は
、
対
象
学
校
の
校
長
が
推
薦
し
た

者
の
う
ち
か
ら
行
う
も
の
と
す
る
。

（
任
期
）

第
三
条

（
略
）

２

（
略
）



（
解
任
）

第
四
条

（
略
）

２

対
象
学
校
の
校
長
は
、
委
員
に
つ
い
て
前
項
に
該
当
す
る
と
思
料
す
る
と

き
は
、
直
ち
に
そ
の
旨
を
教
育
委
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
会
長
及
び
副
会
長
）

第
五
条

（
略
）

２

（
略
）

３

（
略
）

（
会
議
）

第
六
条

協
議
会
の
会
議
（
以
下
「
会
議
」
と
い
う
。
）
は
、
会
長
が
対
象
学

校
の
校
長
と
協
議
の
上
、
招
集
す
る
。

２
～
５

（
略
）



（
秘
密
保
持
義
務
）

第
七
条

（
略
）

（
会
議
の
公
開
）

第
八
条

（
略
）

２

（
略
）

３

（
略
）

（
法
第
四
十
七
条
の
六
第
四
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
項
）

第
九
条

法
第
四
十
七
条
の
六
第
四
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
項

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
～
五

（
略
）

（
意
見
の
聴
取
）

第
十
条

協
議
会
は
、
法
第
四
十
七
条
の
六
第
六
項
又
は
第
七
項
の
規
定
に

よ
り
教
育
委
員
会
に
対
し
て
意
見
を
述
べ
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ

め
、
対
象
学
校
の
校
長
の
意
見
を
聴
く
も
の
と
す
る
。



（
法
第
四
十
七
条
の
六
第
七
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
項
）

（
新
設
）

第
十
一
条

法
第
四
十
七
条
の
六
第
七
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
項

は
、
学
校
運
営
に
関
す
る
基
本
方
針
の
実
現
に
資
す
る
事
項
（
特
定
の
個
人

に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
と
す
る
。

（
略
）

（
略
）

（
適
正
な
運
営
の
確
保
に
必
要
な
措
置
に
係
る
通
知
）

第
十
三
条

教
育
委
員
会
は
、
法
第
四
十
七
条
の
六
第
九
項
の
規
定
に
よ
り
協

議
会
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
よ
う
と
す
る

と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
理
由
を
付
し
て
そ
の
旨
を
書
面
に
よ
り
当
該
協
議

会
に
係
る
学
校
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
以
下
略
）

（
以
下
略
）



議案第２号参考資料

学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正する規則について

１ 改正の趣旨

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部が改正されたことから、学校運営協

議会の設置等に関する規則の一部を改正するもの。

２ 改正の概要

（１）学校運営協議会（以下、協議会という。）の設置が努力義務化されたことに伴い、

協議会を置く学校の指定を前提とした規定の削除や文言の修正を行うとともに、協議

会の設置に当たって、当該協議会が学校運営等について協議する対象となる学校（以

下、対象学校という。）を明示するための手続きを規定

（２）指定申請書の廃止に伴い、協議会の設置に当たって、教育委員会が対象学校の校長

の意見を聴く機会を設ける旨を規定

（３）二以上の学校について一の協議会を置くことができることとされたことに伴い、一

定の条件の下で、二以上の学校について一の協議会を置くことができる旨を規定

（４）協議会が職員の採用その他の任用に関して意見を述べることのできる事項について

教育委員会規則で定めることとされたことに伴い、当該事項について規定

（５）協議会の活動により学校運営に支障が生じた場合等の対応として、教育委員会が必

要な措置を講ずる際の手続きを規定

３ 施行期日

公布の日



 

 

 

 

 

山口県社会教育委員の委嘱について 

 

 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１５条第２項並びに山口県社会教育委員の

定数及び任期に関する条例（昭和２４年山口県条例第５６号）第１条の規定により、次の

者を山口県社会教育委員に委嘱する。 

 

 平成２９年（２０１７年）５月２５日  

 

                                                    山口県教育委員会 

 

区 分 氏  名 役 職 名 委嘱年月日 任 期 

社会教育 

の関係者 
秋
あき

 本
もと

  修
おさむ

 山口県公民館連合会 会長 
平成29年   

5月25日 

平成30年   

7月31日まで 

学識経験 

のある者 
江
え

 﨑
ざき

 克
かつ

 彦
ひこ

 
みなと山口合同新聞社 

山口支社 支社長 

平成29年  

    5月25日 

平成30年    

7月31日まで 

 



山口県社会教育委員名簿

（任期　平成２８年８月１日～平成３０年７月３１日）

○学校教育の関係者        
平成29年5月25日現在

氏　　名 役　　職　　名 備　　考

内田
う ち だ

　 重美
し げ み

萩市立椿東小学校長

伊藤
い と う

　 幸子
ゆ き こ

光市立浅江中学校長

國
く に

吉
よ し

 　哲郎
て つ ろ う

山口県立小野田高等学校長

河村
か わ む ら

　茂実
し げ み

学校法人河野学園下関短大附属高等学校長

作本
さ く も と

　照子
て る こ 学校法人西宝寺学園理事認定こども園

伊佐中央幼稚園長

○社会教育の関係者      

藤家
ふ じ い え

　幸子
ゆ き こ

山口県連合婦人会会長

板谷
い  た  や

　正
ただし

山口県公立高等学校PTA連合会会長

俵
たわら

　薫
かおる

山口県子ども会連合会副会長

細野
ほ そ の

　 美幸
み ゆ き

山口県ＰＴＡ連合会副会長

西川
に し か わ

 三代子
み よ こ

山口県老人クラブ連合会会長

秋本
あ き も と

　修
おさむ

山口県公民館連合会会長 新　任

中村
な か む ら

   龍夫
た つ お

山口県体育協会常務理事

山口
や ま ぐ ち

　智子
と も こ こどもと本ジョイントネット21･山口

運営委員

○家庭教育の向上に資する活動を行う者        

村田
む ら た

 久美子
く み こ

山口県保育協会保育士部会副部会長

安光
や す み つ

 真裕美
ま ゆ み

山口県地域活動連絡協議会副会長 副議長

○学識経験のある者

豊島
と よ し ま

   貴子
た か こ

株式会社中国警備保障代表取締役社長

田中
た な か

　 理
り

絵
え

山口大学教育学部准教授

江原
え は ら

　健二
け ん じ

学校法人加計学園広報室参与(山口支局長） 議　長

江﨑
え ざ き

　克彦
か つ ひ こ

株式会社みなと山口合同新聞社山口支社支社長 新　任

庄司
し ょ う じ

　一也
か ず や

徳山大学福祉情報学部特任講師 公　募



５月定例教育委員会会議　付議案件

報告事項

番号 件　　　　　名 主　管　課

1
平成３０年度山口県公立学校教員採用候補者選考試験実施要項の発表につい
て

教 職 員 課

2 平成２９年３月新規高等学校等卒業者の就職状況等について 高校教育課



平成３０年度(2018年度)山口県公立学校教員採用候補者選考試験
の実施について

１ 選考区分、志願区分（校種等) 、教科（科目等）及び採用見込者数
(1) 選考区分及び志願区分(校種等)
ア 一般選考

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校小学部・中学部・高等部、養護教諭、栄養教諭
の区分で実施する。

イ 身体障害者を対象とした選考
一般選考において実施する全ての志願区分（校種等）において実施する。

ウ 教職大学院修了見込者特別選考
一般選考において実施する全ての志願区分（校種等）において実施する。

エ 社会人特別選考
一般選考の小学校、中学校及び高等学校の試験を実施する教科（科目等）において実施する。

オ スポーツ・芸術特別選考
中学校の保健体育、音楽及び美術並びに高等学校の保健体育、芸術（音楽）において実施

する。
カ 山口県教師力向上プログラム修了者特別選考

小学校において実施する。
キ 博士号取得者特別選考

高等学校の理科（物理、化学、生物）において実施する。

※ 試験は、一つの選考区分、志願区分（校種等）に限り志願できる。
ただし、一般選考における中学校又は特別支援学校の小学部若しくは中学部を志願する者は、

小学校を第二志願とすることができる。
また、以下に示す特定の教科（科目等）の組合せについては、相互に第二志願として併願す

ることができる。
①一般選考における中学校音楽と特別支援学校中学部音楽
②一般選考における中学校美術と特別支援学校中学部美術
③一般選考における高等学校芸術（音楽）と特別支援学校高等部芸術（音楽）
④スポーツ・芸術特別選考における中学校保健体育と高等学校保健体育
⑤スポーツ・芸術特別選考における中学校音楽と高等学校芸術（音楽）

(2) 教科（科目等）及び採用見込者数
全体４１６人程度 [昨年度４１９人程度（看護科・理療科教諭特別選考を含む）]
採用見込者数の算定に当たっては、退職者数、児童生徒数の推移等を考慮した。

ア 一般選考
小 学 校 ２１０人程度 [昨年度２０７人程度]

９５人程度 [昨年度１００人程度]
○ 国語 １６人程度
○ 社会 １４人程度
○ 数学 １２人程度
○ 理科 １２人程度

中 学 校 ○ 音楽 ６人程度
○ 美術 ３人程度
○ 保健体育 １６人程度
○ 技術 ２人程度
○ 家庭 ３人程度
○ 外国語(英語) １１人程度



６２人程度 [昨年度６５人程度]
○ 国語 ８人程度
○ 地理歴史

世界史 ３人程度
日本史 ４人程度
地理 ３人程度

〇 公民
政治・経済 １人程度

○ 数学 ５人程度
○ 理科

物理 ２人程度
化学 ５人程度
生物 ３人程度

〇 保健体育 ２人程度
○ 芸術

高等学校 音楽 １人程度
○ 外国語(英語) ９人程度
○ 家庭 １人程度

○ 情報 １人程度
○ 農業

農業畜産系 １人程度
農芸化学・食品系 １人程度
土木造園林業系 １人程度

○ 工業
機械系 ２人程度
電気系 ２人程度

化学工業系 ２人程度
○ 商業 ３人程度
○ 水産

航海系 １人程度

機関系 １人程度

小学部 ５人程度 [昨年度４人程度]

特別支援 中学部 各教科１人程度を原則とし、 [昨年度４人程度]

学校 合計５人程度
○ 国、社、数、理、音、美、保、技、家、外（英）

高等部 各教科１人程度を原則とし、 [昨年度４人程度]

合計５人程度
○ 国、地歴、公、数、理、芸（音、美）、外（英）、家、情

養護教諭 ２３人程度 [昨年度２２人程度]
栄養教諭 ２人程度 [昨年度２人程度]

※採用者数は、退職者数の状況等により変更することがある。
イ 身体障害者を対象とした選考

全ての志願区分（校種等）全体で９人程度 [昨年度９人程度]

ウ 教職大学院修了見込者特別選考
上記ア一般選考の採用見込者数に含む。

エ 社会人特別選考
小学校、中学校、高等学校とも上記ア一般選考の採用見込者数に含む。

オ スポーツ・芸術特別選考

中学校、高等学校とも上記ア一般選考の採用見込者数に含む。
カ 山口県教師力向上プログラム修了者特別選考

上記ア一般選考の採用見込者数に含む。
キ 博士号取得者特別選考

上記ア一般選考の採用見込者数に含む。



２ 志願書類受付期間
(1) 郵送又は持参による場合 ５月１２日（金）から６月２日（金）まで

※郵送の場合は、６月２日の消印のものまで有効
(2) インターネットによる場合 ５月１２日（金）から５月２６日（金）午後５時まで

３ 選考試験期日
(1) 第一次試験

７月１５日(土)及び１６日(日)
(2) 第二次試験

８月１９日(土)及び２０日(日）
なお、小学校については、上記に加えて２０日（日）から２２日（火）のうち指定した１日

で個人面接を実施（８月２６日（土）、２７日（日）を、悪天候等で小学校個人面接が実施でき
なかった場合の予備日とする。）

４ 選考試験会場
(1) 第一次試験
ア 山口会場・・・・・・・・・・・山口高校、山口中央高校、西京高校
イ 東京会場(神奈川県横浜市）・・・國學院大學たまプラーザキャンパス

(2) 第二次試験
山口高校、山口中央高校、西京高校、山口農業高校

５ 選考試験内容
(1) 第一次試験
ア 一般選考、身体障害者を対象とした選考、教職大学院修了見込者特別選考、社会人特別選
考、山口県教師力向上プログラム修了者特別選考及び博士号取得者特別選考
・教職専門（教職大学院修了見込者特別選考、社会人特別選考、山口県教師力向上プログラ
ム修了者特別選考及び博士号取得者特別選考の志願者以外の者）

・教科専門
・特別支援教育専門(特別支援学校志願者及び特別支援学校を第二志願とする者)
・実技(小学校及び特別支援学校小学部の志願者以外の者)
・集団面接（討議）（教職大学院修了見込者特別選考、山口県教師力向上プログラム修了者特
別選考の志願者以外の者）

イ スポーツ・芸術特別選考
個人面接、集団面接（討議）

(2) 第二次試験
適性検査、小論文、集団面接（模擬授業及び討議）、個人面接、実技（小学校、特別支援学校

小学部の志願者及び小学校を第二志願とする者）

※ 身体に障害がある志願者については、障害の状態等に応じて、実技の免除、車椅子の使用、
点字や拡大文字・手話通訳による受験等の配慮をする。

６ 選考試験結果の発表
(1) 第一次試験結果の発表予定

８月８日(火）午前９時
(2) 第二次試験結果の発表予定（採用候補者名簿登載予定者の発表）

１０月４日(水）午前９時

７ 平成３０年度山口県公立学校教員採用候補者選考試験の主な変更点
○ 教職大学院修了見込者特別選考を新設
全ての志願区分（校種等）の志願者で、受験資格に示す要件を満たす者のうち、現に（出願時

点で）教職大学院に在籍し、平成３０年３月３１日までに教職大学院を修了見込みのものに対す
る特別選考を実施することとし、第一次試験の教職専門及び集団面接を免除する。



８ 志願書類の請求等について

(1) 配布場所
山口県庁（受付、中央県民相談室及び山口県教育庁教職員課）、山口県内各総合庁舎（地方県

民相談室等）、山口県東京営業本部、山口県大阪営業本部、山口県内各市町教育委員会

(2) 郵便で請求する場合
請求先：〒753－8501 山口市滝町１番１号 山口県教育庁教職員課(5 083-933-4550)

封筒の表に「教員志願書類請求」と朱書し、住所、氏名（○○様とする。）及び郵便番号を明
記し１４０円分の切手を貼った返信用封筒（角形２号：縦33㎝、横24㎝のもの）を必ず同封する
こと。

なお、同時に２部請求する場合は６５円分の切手を、割増郵送料として追加すること。
(3) インターネットを利用した申請の場合

アクセス先：http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a50200/index/

９ その他
志願者確保のため、教員採用候補者選考試験説明会を県内外合わせて１４会場で実施する。各

会場で志願書類を配付する。
(1) 説明会の概要
ア 山口県教育委員会あいさつ
イ 平成３０年度山口県公立学校教員採用候補者選考試験について
・平成３０年度の主な変更点
・具体的な採用見込者数、選考試験の日程、受験申込方法等

ウ 山口県の教育について
エ 現職教員による体験談
オ 質疑応答

(2) 日時及び会場名等 ※参加者数については５／１７現在

日時 会場名 場所 参加者数（ ）は昨年

5月12日（金） 福岡教育大学会場 福岡教育大学教育学部 共通講義棟 ２０２教室 ３０人（ ３３人）

12:45～14:15 福岡県宗像市赤間文教町１－１

5月12日（金） 山口大学会場 山口大学吉田キャンパス 共通教育棟２番教室 １９８人（１９１人）

18:00～20:00 山口市吉田１６７７－１

5月13日（土） 周南会場 県周南総合庁舎 周南会議室７０２、７０３ ７９人（ ７６人）

10:00～12:00 周南市毛利町２－３８

5月13日（土） 下関会場 下関市教育センター 大研修室 １０５人（１０４人）

13:30～15:30 下関市幡生新町１－１

5月13日（土） 福岡会場 福岡県立ももち文化センター 視聴覚室 ２６人（ ３０人）

14:00～15:30 福岡県福岡市早良区百道二丁目３番１５号

5月14日（日） 岩国会場 岩国市教育センター 第１研修室、第２研修室 ４２人（ ４０人）

10:30～12:00 岩国市横山三丁目１番１１号

5月14日（日） 萩会場 萩市総合福祉センター 研修室 ２５人（ １０人）

10:30～12:00 萩市江向３５６－３

5月14日（日） 岡山会場 岡山県生涯学習センター 視聴覚室 ３７人（ ３７人）

14:00～15:30 岡山県岡山市北区伊島町３丁目１－１

5月16日（火） 山口県立大学会場 山口県立大学 南キャンパス Ｄ－１４号教室 ４０人（ ５１人）

18:05～20:05 山口市桜畠３丁目２－１

5月18日（木） 広島大学会場 広島大学教育学部 Ｌ－１０４講義室 人（ １８人）

16:30～18:00 広島県東広島市鏡山一丁目１番１号

5月19日（金） 山口学芸大学会場 山口学芸大学 Ａ－４００教室 人（ ７７人）

18:00～19:30 山口市小郡みらい町１－７－１

5月20日（土） 広島会場 広島市まちづくり市民交流プラザ 研修室Ｂ 人（ ２２人）

14:00～15:30 広島市中区袋町６番３６号

5月21日（日） 大阪会場 大阪府大阪市港区民センター 松竹 人（ ３２人）

14:00～15:30 大阪市港区弁天２－１－５

5月21日（日） 東京会場 東京都港区生涯学習センター(ばるーん)３０５学習室 人（ ４５人）

14:00～15:30 東京都港区新橋３丁目１６－３

参加者数計 人（７６６人）



１ 平成２９年３月新規高等学校等卒業者の求人・求職・就職状況
平成２９年３月末日現在（山口労働局調べより作成）

項目 性別 合 計 男 子 女 子 前年同期比

Ａ 県内安定 (4,975)
求人数(人) 所受理数 5,429 9.1％

県内就職 (2,598) (1,508) (1,090)
Ｂ 希望者数 2,545 1,467 1,078 -2.0％

就 職
希 望 県外就職 (623) (494) (129)
者 数 希望者数 636 466 170 2.1％

（人）
合 計

(3,221) (2,002) (1,219)
3,181 1,933 1,248 -1.2％

Ｃ=Ａ/Ｂ (1.54)
求人倍率（倍） 1.71 0.17ポイント

県内就職 (2,580) (1,497) (1,083)
者 数 2,535 1,462 1,073 -1.7％

Ｄ
就 職 県外就職 (623) (494) (129)
内 定 者 数 636 466 170 2.1％
者 数

合 計
(3,203) (1,991) (1,212)

（人） 3,171 1,928 1,243 -1.0％

県 内
(18) (11) (7)

Ｅ 10 5 5 -8人
未内定

県 外
(0) (0) (0)

(人) 0 0 0 0人

（Ｂ－Ｄ）
合 計

(18) (11) (7)
10 5 5 -8人

県内 (99.3) (99.3) (99.4)
就職 99.6 99.7 99.5 0.3ﾎﾟｲﾝﾄ

Ｆ＝Ｄ／Ｂ
就 職 県外 (100.0) (100.0) (100.0)
内定率 就職 100.0 100.0 100.0 0.0ﾎﾟｲﾝﾄ

（％）
合 計

(99.4) (99.5) (99.4)
99.7 99.7 99.6 0.3ﾎﾟｲﾝﾄ

Ｇ 県内 (80.5) (75.2) (89.4)
県内・県外 就職 79.9 75.8 86.3 -0.6ﾎﾟｲﾝﾄ
就 職 内 定

比率 県外 (19.5) (24.8) (10.6)
（％） 就職 20.1 24.2 13.7 0.6ﾎﾟｲﾝﾄ

（注）１．（ ）内は昨年同期の数値である。
２．Ａ欄：求人数は、山口県内の公共職業安定所で受理した求人数である。
３．Ｂ欄：就職希望者数は、学校又は公共職業安定所の紹介を希望する者の数である。
４．Ｃ欄：求人倍率は、Ａの求人数／Ｂの就職希望者数（合計）である。
５．Ｇ欄：県内・県外就職比率は、平成２８年３月末日現在における就職内定者の合計3,203人に対す

る県内・県外就職内定者(2,580人、623人)の比率である。



２ やまぐちの活力を支える高校生育成事業の概要（県内就職促進関係） 
 
（１）県内就職サポーター等配置事業  
  ○ 就職サポーター［公立高校２０人、私立高校５人］ 

就職相談、求人開拓、情報提供等、総合的に就職支援を行う。 
    派遣校制度により、すべての学校を支援する。 

対  象：公立高等学校、県立中等教育学校、県立特別支援学校、私立高等学校 
  ○ チーフ就職サポーター［３人：県東部、県央部、県西部］ 

    求人情報等を集約し、県内全域で共有化する。※就職サポーターの業務含む 
対  象：公立高等学校、県立中等教育学校、県立特別支援学校、私立高等学校 

  ※ 本年度から新たに２年次１２月から個別面談を実施予定 
 
（２）県内企業訪問推進事業 
   進路指導担当者等による企業訪問を実施し、求人開拓や応募前職場見学及び職場定着

指導等を行う。 
対  象：県立高等学校、県立中等教育学校、県立特別支援学校、私立高等学校            

※県立高森みどり中学校は職場定着指導のみ可 
 実施期間：平成２９年４月～平成３０年３月 

 
（３）県内就職促進協議会 

進路指導担当者等や企業の採用担当者等が教育内容や業務内容等について情報交換を行う。  
対  象：公立高等学校、県立中等教育学校、特別支援学校、私立高等学校 
開催地区：岩国地区 ・・・・・・・ ６月 ５日(月)岩国国際観光ホテル 

柳井地区 ・・・・・・・ ６月 ２日(金)柳井市文化福祉会館 
周南地区 ・・・・・・・ ５月３０日(火)下松市地域交流センター 
山口・防府地区 ・・・・ ５月１６日(火)県庁職員ホール 
宇部・山陽小野田地区 ・ ５月２２日(月)ココランド山口・宇部 
下関地区 ・・・・・・・ ５月２５日(木)川棚グランドホテル 
萩・長門地区 ・・・・・ ６月 ９日(金)萩グランドホテル 
全体会・・・・・・・・・ ６月１５日(木) 県庁職員ホール 

 
（４）県内企業就職説明会 
   就職希望者の就職内定に向け、生徒と企業の採用担当等との個別面談を行う。 

 対  象：公立高等学校、県立中等教育学校、県立特別支援学校、私立高等学校 
 実施期間：平成２９年７月～平成３０年２月 

 
（５）県内就職ガイダンス等充実事業 
  ○ 地域産業魅力発見セミナー 

   地元の企業に就職した卒業生等が、仕事のやりがいなどについて、生徒一人一人に語り
かける座談会や地域・地域産業の魅力を伝えるセミナー等を各学校において実施する。 

 対  象：公立高等学校、県立中等教育学校、県立特別支援学校に在籍する高校 

１・２年生及び保護者 
 実施期間：平成２９年４月～平成３０年３月  

  ○ 地域産業就職ガイダンス 
    生徒・保護者に対して就職に向けた意識の醸成を図るため、各学校において高校生

就職支援チーム等関係機関の方を講師としてガイダンスを実施する。 
対  象：公立高等学校、県立中等教育学校、県立特別支援学校、私立高等学校  

に在籍する高校３年生及び保護者 

 実施期間：平成２９年４月～平成３０年３月  
 
 
 
 
 
 
 

≪教育庁・商工労働部・総務部のメンバーからなるプロジェクトチームを設置≫ 

県内就職の現状と課題についての共通認識の下、具体的な対策を講じ、  

高校生の県内就職を総合的かつ一体的に促進 




